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一 投票環境の向上について 

１ 序 提出に至る経緯及び本改正案の概要  

「（参考１）投票環境の向上に関する政府の検討と公職選挙法改正」関係 

（衆憲資第96号 7頁） 

 
○差替え 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

※平成 29 年 6 月に報告書をまとめた後も、研究会における議論は続いており、「投

票しにくい状況にある選挙人の投票環境向上」「選挙における選挙人等の負担軽減、

管理執行の合理化」のテーマのもと、インターネット投票などについて議論がされて

いる。 

報 告 法案提出 成 立 

報 告 

※平成 29 年 6 月に報告書をまとめた後、研究会は、「投票しにくい状況にある選挙

人の投票環境向上」「選挙における選挙人等の負担軽減、管理執行の合理化」のテー

マについて9回の議論を重ね、平成30年8月に報告をとりまとめた。なお、この報

告で指摘された内容の一部について、第 198 回国会（令和元年の通常国会）で公職

選挙法改正がなされている。 
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２ Ⅱ 在外投票人名簿への登録についての規定の整備 

「在外選挙の実施状況等」関係（衆憲資第96号 19頁） 

○差替え 

 

 
 
 
 

 

〇投票環境の向上方策等に関する研究会報告（平成30年8月10日） 

 資料編 7頁を転載 

衆議院憲法審査会事務局注：令和元年参議院議員通常選挙においては、選挙当日有権者

数が選挙区・比例代表ともに 100,619 人、投票者数が選挙区について 20,976 人、比

例代表について21,183人、投票率が選挙区について20.85％、比例代表について21.
05％であった（総務省自治行政局選挙部「令和元年7月21日執行 第25回参議院議

員通常選挙結果調」（https://www.soumu.go.jp/main_content/000640535.pdf）のデー

タをもとに記載）。 

○以下を追記 
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３ Ⅲ 共通投票所制度の創設 

「（２）施行後の状況に見る課題」関係（衆憲資第96号 26頁） 

○以下を追記 

 
 
 

 

 

 

 

 

４ Ⅳ 期日前投票事由の追加・期日前投票所の投票時間の弾力的な設定 

「国政選挙における期日前投票者数等の推移」関係 

（衆憲資第96号 36頁） 

○以下を追記 

 
 
 
 
 
 
 
５ Ⅳ 期日前投票事由の追加・期日前投票所の投票時間の弾力的な設定 

「期日前投票者数等の推移」関係（衆憲資第96号 37頁） 

○以下を追記 

 
 
 
 
 
 
 

衆議院憲法審査会事務局注：令和元年参議院議員通常選挙においては、期日前投票者数

は、17,062,685人で、期日前投票率は、16.0％であった（総務省ホームページ「令和

元年 7 月 21 日執行 参議院議員通常選挙 発表資料」（http://www.soumu.go.jp/sen
kyo/25sansokuhou/index.html）のデータをもとに記載）。 

衆議院憲法審査会事務局注：令和元年参議院議員通常選挙においては、期日前投票所数

は 5,713、選挙当日有権者数は105,886,063、投票者数は51,671,906、投票率は48.8
0％、期日前投票者数の投票者数に占める割合は 33.0％、期日前投票者数は 17,062,6
85、期日前投票率は 16.0％、当日投票所数は 47,044 であった（総務省ホームページ

「令和元年7月21日執行 参議院議員通常選挙 発表資料」（http://www.soumu.go.
jp/senkyo/25sansokuhou/index.html）のデータをもとに記載）。 

 また、令和元年参議院議員通常選挙においては、平成 29 年衆議院議員総選

挙において共通投票所を設置した 4 市町に加えて、青森県弘前市など 9 市町村

が新たに共通投票所を設置した。13 市町村での共通投票所の利用者は計 8,99
7 人で、当日投票者に占める割合は 3.15%であった（総務省ホームページ「令和

元年 7 月 21 日執行 参議院議員通常選挙 発表資料」（http://www.soumu.go.jp/senk
yo/25sansokuhou/index.html）のデータをもとに記載）。 
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６ Ⅶ 投票所に入ることができる子供の範囲の拡大 

「参議院議員通常選挙における年代別投票率（抽出）の推移」関係 

（衆憲資第96号 53頁） 

○差替え 

 
  

【出典】総務省ホームページ（http://www.soumu.go.jp/senkyo/senkyo_s/news/sonota/nendaibetu/） 
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二 ＣＭ規制等について 

１ 衆議院憲法審査会（令和2年5月28日）配付資料 
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２ 「日本国憲法の改正手続に関する法律の一部を改正する法律案」（原口

一博君外2名提出、第198回国会衆法第9号） 

（１） 国民投票法改正案の「理念」と「概要」 

 
【出典】旧国民民主党ホームページ（https://www.dpfp.or.jp/article/202120/） 
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 【出典】旧国民民主党ホームページ（https://www.dpfp.or.jp/article/202120/） 
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（２） 憲法改正国民投票法の改正について（骨子案） 
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【出典】旧国民民主党ホームページ（https://www.dpfp.or.jp/article/202120/） 
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（３） 「特定国民投票運動団体」の要件と支出限度額 

 

 

【出典】旧国民民主党ホームページ（https://www.dpfp.or.jp/article/202120/） 
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（４） 寄附規制について(寄附の総額制限・使途制限・外国人寄附の禁止) 

 

 

【出典】旧国民民主党ホームページ（https://www.dpfp.or.jp/article/202120/） 
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（５） 国政選挙と国民投票の重複回避について 

 

 

【出典】旧国民民主党ホームページ（https://www.dpfp.or.jp/article/202120/） 
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【出典】旧国民民主党ホームページ（https://www.dpfp.or.jp/article/202120/） 


